
８．土地利用等の実現に向けて（１）

（参考）あいりん総合センター跡地等の都市計画の状況
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特記：敷地東側のABCDで囲む
階段室は建築面積35㎡以
下とし、道路境界線より
0.4m以上後退すること。
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地積 約0.64ha
建築物の延べ面積の敷
地面積に対する割合 37／10以下
建築物の高さの最高限
度

高層部44.0m、中層部
34.0m、低層部12.0m

壁面の位置の制限 右図のとおり

摘要 建築物の高さは屋上塔
屋を含む

【適切なまちづくり手法の検討】
●活用ビジョンの実現に向けたまちづくりの方向性
• 対象地区は、西成特区構想におけるモデル事業エリアと位置付けられ、街区の統合により新たな土地利用を図っ
ていく必要がある。

• 長らく労働のまちとして大阪の成長発展を支えた一方、社会経済状況の変化とともに様々な課題を抱えてきたこ
とから、活用ビジョンの実現による都市機能の更新・充実が求められている。

• このことから、都市計画を変更（愛隣特定街区の廃止）し、活用ビジョンに基づくまちづくりを推進する。

●魅力的な市街地環境の形成、まちづくりの推進に向けた取組み
• 都市計画手法を活用して実現したまちづくりの理念を継承するとともに、恵まれた立地条件を活かし、既に集積
している都市機能の更新・充実を図りながら、地域住民が誇れる魅力ある都市空間の形成をめざす。

• 空間形成の方針等に基づき、従前の地域課題に対応しつつ、より魅力的な市街地環境の形成を図る。
• 対象地区北側の「福利・にぎわいゾーン」の土地利用の具体化にあわせて、適切なまちづくり手法の活用を検討
する。

用途地域 ︓商業地域
容積率 ︓400％（尼崎平野線沿道600％）
建ぺい率 ︓80％
防火･準防火︓準防火地域（尼崎平野線沿道は防火地域）
その他 ︓愛隣特定街区※
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※愛隣特定街区の概要（昭和43年都市計画決定）
• 街区を単位として、有効な空地を備えた市街地の整備
改善に資する建築物を建築するために定めたもの。

• 特定街区の指定により、土地の高度利用を図る一方、
容積率の最高限度（400％→370％）及び壁面の位置
の制限を行うことで、建築敷地周囲にオープンスペー
スが確保されており、良好な市街地環境が形成されて
いる。



８．土地利用等の実現に向けて（２）

●公共施設の再編
• 土地を整理するにあたり、公共施設の再編を検
討する必要がある。

• 機能配置・土地利用の考え方に即し、府有地・
市有地との連続性の確保による利活用の向上を
図る。

• 東西歩行者通行機能を確保する。
⇒公共施設（市道等）を廃止し、街区中央部に
広場（歩道）空間を確保する。

●宅地の整理
• あいりん総合センター敷地は府市共有地である
とともに、市所有の公衆用道路が街区内に位置
しており、府市共有地や土地の形状の整理が必
要である。

• そこで、公共施設の再編にあわせて、新労働施
設の建設用地などの宅地の整形化を図る。
⇒左図のとおり、新労働施設用地（府有地）を
南側、市有地を北側に整形化して配置する。

●公共施設の柔軟な利用
• 新たな公共施設（多目的広場）では、整形化後
の府有地と市有地をつなぐ融合空間として柔軟
な利用を可能とする。
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新労働施設府有地
【宅地】

市有地
【宅地】

あいりん総合センター敷地
府・市共有

市営萩之茶屋
第２住宅
敷地
市所有

公衆用道路
市所有

土地の整理前 土地の整理後のイメージ図

【土地の整理と公共施設再編等の手法】

公共施設の再編および宅地の整理を一括して実施できる
「土地区画整理手法」を活用する。
➤土地の整理及び市道の廃止等を一括して効率的に進めることが可能



８．土地利用等の実現に向けて（３）

●跡地等の利活用の方向性
• これまでの議論を踏まえ、跡地等の利活用を図っていくこととし、そのために必要となる手続き
（都市計画の変更や土地の整理等）を進めていく。

●実現するための仕組み
• 住民の福利やにぎわい等の機能を実現し、持続的に運営していくため、建物の建設や事業実施に必
要なコストについて、財源を生み出す事業運営の仕組みが必要となる。

• そのため、地域との連携のもと、行政と民間事業者等とが適切な役割分担を図りながら、一体的に
土地利用を行う公民連携の仕組みを含め検討し、公共施設等とその他の施設等とをバランス良く配
置していく。

公共施設等の整備
公益的な機能の導入

公民連携による事業の実施
地域課題解決・地域貢献

敷地の利活用
事業活動等

公民連携 民間事業者等行政
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９．跡地等利用検討スケジュール概要

24出典︓第13回あいりん地域まちづくり会議資料（令和３年２月25日）



10．まとめ
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• 活用ビジョンにより、「労働」と「福利・にぎわい」のための土地利用・配置・機能の考え方を示
すとともに、本件跡地及び周辺の円滑な歩行者動線確保や、オープンスペースなどの空間形成の考
え方、跡地等と周辺のまちづくりの連携の方針などを定めた。

• また、土地の整理、まちづくりといった具体化に向けた手法を定めた。

• 今後も、活用ビジョンに基づき府及び市が協調・連携し、地域からの意見等を尊重して、下記の具
体化に向けた取組みなどを推進していく。

➢新労働施設の建設や北側敷地の利活用における活用ビジョンの考え方の反映

➢北側敷地（福利・にぎわい）における具体的な機能の導入や事業スキームの構築 など


